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公募型プロポーザル実施要領

１．目的
本事業は環境省が実施する平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業（以下「カーボン・マネジメント強化事業」という。））の採択を受けて実施する。
カーボン・マネジメント強化事業は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年10月9日法律第117号）第20条の3第1項の規定に基づく地方公共団体実行計画（事務事業編）（以下「事務事業編」という。）の策定・改定作業や同計画に基づく取り組みの大胆な強化・拡充を促し、取り組みの企画・実行・評価・改善（以下「カーボン・マネジメント」という。）のための体制整備・強化に向けた調査・検討及び省エネルギー設備等の導入を行う事業に要する費用を補助することにより、地方公共団体が保有する省エネルギー化を促進し、それによって政府の地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）に掲げる温室効果ガス削減目標の達成に貢献し、低炭素社会の実現に資することを目的としている。
大館市では、政府の地球温暖化対策計画の目標と比べ遜色ないものとして事務事業編を強化・拡充すべく、本事業実施により市施設ごとの温室効果ガス排出量等を調査・分析し、省エネルギー設備等を導入するための計画策定及びカーボン・マネジメント体制の整備・強化を行うものである。

２．業務概要
（１）業務名：大館市カーボン・マネジメント調査事業 
（２）業務内容：別紙「大館市カーボン・マネジメント調査事業仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり。
（３）業務期間：契約締結日から平成31年2月25日まで
（４）事業費上限額：９,９９８,０００円以内とする。

３．委託者の選定方法
本事業の実施にあたって、計画的に効率よく進めるため、豊富な経験と高い専門性を有する事業者を選定するべく、公募型プロポーザル方式を採用する。

４．プロポーザルに参加するための応募要件
ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項各号の規定に該当しない者であること。
イ　本事業の公告日（以下「公告日」という。）において、国及び地方公共団体から入札参加資格の停止処分を受けていないこと。
ウ　公告日において、民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
エ　公告日において、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
オ　過去に本業務と関連又は類似するような業務契約履行経験を有していること。

５．スケジュール
　現段階において想定するスケジュールは次のとおりである。
	内　　　容
	期限・締切日など

	公告
	平成30年8月9日（木）

	質問書の提出期限
	平成30年8月23日（木）午後4時

	質問書の回答
	平成30年8月27日（月）午後4時

	参加表明書の提出期限
	平成30年8月29日（水）午後4時

	参加資格審査の結果通知
	平成30年9月3日（月）

	企画提案書等の提出期限
	平成30年9月13日（木）午後4時

	最終審査（プレゼンテーション及びヒアリング）
	平成30年9月28日（金）

	選定結果の通知
	平成30年10月上旬予定

	見積書の提出等契約手続き
	平成30年10月上旬予定


※上記日程に変更がある場合は、あらかじめ関係者に対して連絡する。

６．担当部局（問い合わせ、提出先、資料配布）
大館市市民部　環境課環境企画係
住　所　　〒017-8555　秋田県大館市字中城20番地
ＴＥＬ　　0186-43-7049（環境企画係直通）
ＦＡＸ　　0186-49-7005
担当者　　成田　修・佐々木宏子
E-mail　　kankyo＠city.odate.lg.jp

７．質問の受付及び回答
（１）質問方法
質問は、所定の質問書（様式3）に記載し、電子メール又はＦＡＸにより「６．担当部局」あてに送付すること。なお、送付後、電話による確認を行うこと（土日等閉庁時は除く）。
（２）質問書の受付期間
平成30年8月10日（金）午前9時から平成30年8月23日（木）午後4時まで
（３）質問に対する回答
質問に対する回答は、一括して回答書に取りまとめ、平成30年8月27日（月）までに電子メールにおいて回答する。なお、質問書を提出した企業への回答は、個別には行わないものとする。
（４）回答書の取り扱い
寄せられた質問の回答については、必要に応じて本実施要領への追加又は修正事項として取り扱うものとする。
（５）留意事項
○電子メールの件名は「プロポーザルに関する質問書」とすること。
○定められた様式以外での質問は一切認めない。
○電子メール、ＦＡＸ以外での質問は一切認めない。

８．資料の提供
　（１）エコ・プラン２１実行状況
　　　　○平成２５年～平成２８年実績
　（２）エネルギー集計表
　　　　○平成２５年～平成２８年度実績
　（３）調査対象施設財産台帳　

９．参加表明書及び企画提案書の提出について
【参加表明書】
（１）提出書類及び提出部数
	提出書類名
	部数

	参加表明書
	（様式１）
	各1部

	企業概要書
	（任意様式）
	

	類似業務実績調書
	（様式２）
	


（２）受付期間
平成30年8月10日（金）午前9時から平成30年8月29日（水）午後4時までとする。ただし持参の場合、土日等閉庁時は除く。
（３）提出書類の記載上の注意事項
○参加表明書（様式1）
代表者印を押印のうえ、提出すること。
○企業概要書について（任意様式）
事業所名、代表者氏名、所在地、資本金、ISO認証の状況を記入すること。
記載内容の事実を示す書類（ISO登録書等）の写しを添付すること。
　　○類似業務実績調書（様式２）
過去における類似業務の実績について記入すること。
・実績が複数ある場合には、規模の大きい業務を順に記載すること。
・記入した業務については、記載内容を証する書類として、契約書等の該当部分の写しを提出すること。


【企画提案書】
（１）提出書類及び提出部数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	提出書類
	部数
	備考

	企画提案書　鑑文
	（様式４）
	1部
	

	企画提案資料
	業務実施体制
	（任意様式）
	10部
	※A4縦書きまたは横書きで10枚以内（両面印刷可）とする。

	
	実施方針
	
	
	

	
	業務フロー
	
	
	

	
	企画提案
	
	
	

	
	工程表
	（任意様式）
	10部
	

	参考見積書
	（任意様式）
	1部
	


（２）受付期間
平成30年9月7日（金）午前9時から平成30年9月13日（木）午後4時までとする。ただし持参の場合、土日等閉庁時は除く。
（３）提出書類の記載上の注意事項
○企画提案書鑑（様式４）
代表者印を押印のうえ、提出すること。
○企画提案資料（任意様式）
①提案方法は、文書による表現を原則とし、基本的な考え方を簡潔に記載すること。文字の大きさは10.5ポイント以上とすること。
②提出を求めた内容以外に関する書類、図面等は受理しないものとする。
③ホチキス止め9部、クリップ止め1部で提出すること。
○参考見積書（任意様式）
事業費上限額以内とすること。（上限額を超えた場合は選定しない）
業務項目毎に直接人件費＋諸経費等必要額を積み上げて作成すること。
【共通事項】
（１）提出書類は、「６．担当部局」まで持参又は郵送により提出すること。郵送する場合には、配達証明付書留郵便とし、受付期限までに必着とする。また、封筒の表には本件プロポーザルに係る書類が入っていることが分かるように記載すること。
また、応募に係る一切の経費については、応募者側の負担とする。また、受理した提出書類等は、選考結果に関わらず、一切返却しないものである。
（２）提出書類受領時に、受付印の押印及び受付番号を記載した参加表明書及び企画提案書鑑文の複写コピーを交付することにより受領確認とする。郵送の場合には、配達証明をもって受領確認とする。
（３）使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量法（平成4年法律第51号）に定める単位とすること。
（４）提出期限以降における書類の差し替え及び再提出は認めないものとする。



１０．ヒアリングについて
（１）ヒアリングを開催する会場、時間、留意事項等については、別途通知する。
（２）ヒアリングは、参加表明書を提出した順番で行う。
（３）説明者は、当該業務に従事を予定している者を含む3人以内とする。代理者の出席及び指定された者以外の出席は認めない。
（４）持ち時間は1者あたり準備及び説明を20分、質疑応答を10分以内とする。
（５）提案内容の説明は、提出済みの企画提案資料に記載した内容の範囲内で行うものとし、追加の提案等は認めない。ただし、質疑応答において質問に回答するために、詳細に、あるいは補足的に説明することは認める。
（６）ヒアリングには、プロジェクターを使用しスクリーンに投影しながら説明することを認める。企画提案書を提出したあとの加筆、修正等は認めない。ただし、プロジェクターにより投影する企画提案資料の内容をヒアリング用データに加工することは許可する。
（７）企業が、当該ヒアリングを行うために定めた所定の時間までに参集しなかった場合には、参加の意思がないものとみなし評価の対象から除外するものとする。
（８）スクリーン及びプロジェクター並びにパソコンは担当部局が用意するが、プロジェクター及びパソコンについては持ち込みを認める。

１１．審査方法及び通知
（１）参加資格審査
参加表明書を提出した企業の参加要件を満たしているか審査する。
（２）最終審査
最終審査対象者として企画提案書を提出した企業について、審査委員会は、下記の項目に基づいて審査するとともに、企画提案についてのヒアリング等を実施し、その内容により評価点を加点し、最優秀提案者（１者）及び優秀提案者（１者）を決定する。
①事業者評価
②提案評価
③見積評価
※審査の結果評価点が同点の場合は、見積額の低い者を上位とする。
（３）審査結果の通知
　　　【参加資格審査結果】電子メールにて結果を速報し、後日書面により通知する。
【最終審査結果】最優秀提案者を大館市ホームページに掲載し、後日書面により参加企業へ通知する。

１２．失格事項
次のいずれかに該当するときは、失格とする場合がある。また、指名停止措置を行う場合があるものとする。
（１）提出書類に虚偽の内容が記載されている場合
（２）本実施要領等で示された、提出期限、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の条件に適合しない書類の提出があった場合
（３）委員会の委員に直接又は間接に連絡を求めた場合
（４）選考の公平さに影響を与える不誠実な行為があったと認められる場合


１３．契約
最優秀提案者特定後、随意契約に係る協議を行い、協議が整い次第、速やかに随意契約の手続きを行うものとする。
ただし、特定された企業が契約締結までの間に国又は地方公共団体から入札参加資格停止の処分を受けた場合など参加資格要件を満たさないと認められたときには、優秀提案者として次点交渉権者に選定した企業を特定された企業とみなして契約の交渉相手先とする。
なお、契約の際には、特定された企業はあらためて見積書を提出するものとする。
契約締結後、本業務で取りまとめた成果品の著作権については、市に帰属するものとする。

１４．その他
（１）参加辞退に関すること
参加表明書を提出した企業がこれを辞退する場合には、書面により「６．担当部局」へ申し出ること。申し出の期限は、以下のとおりとする。
○辞退届を提出する期限　平成30年9月13日（木）午後4時まで
○辞退届を提出する場合、持参又は郵送により提出すること。郵送する場合には、配達証明付書留郵便とし、受付期限までに必着とする。
○辞退届の様式は任意とする。
（２）提出書類の取り扱いについて
参加者が提出した書類等の著作権については、参加者に帰属するものとするが、本プロポーザル手続き及びこれに係る事務処理に必要な範囲において、提出書類の複製、記録及び保存等を行うことができるものとする。
また、最優秀提案者となった企業の企画提案書等については、大館市ホームページに公開するものとする。
（３）異議の申立て
評価の経緯及び結果についての異議申し立ては、受け付けないものとする。



１５．評価基準
【最終審査（企画提案の評価基準）】
	評価項目
	配点

	区分
	項　　目
	

	事業者評価
	類似業務実績及び実施体制評価
	10

	提案評価
	本業務に対する理解度及び意欲
	10

	
	提案内容に関する評価
	①エネルギー使用量及び温室効果ガス排出量の把握・分析
	20

	
	
	②調査対象施設等に対する省エネ対策
	20

	
	
	③対象全施設の省エネルギー対策計画
	20

	
	
	④温室効果ガス排出量の削減期待値
	20

	
	
	⑤エコ・プラン２１改定サポートの内容
	20

	
	業務工程の妥当性・効率性
	10

	見積評価
	見積価格の評価
	10

	合　　計
	140
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